
 

答 

１ 公益法人、移行法人、公益目的支出計画を完了した一般法人、公益認定申

請を予定している一般法人、公益認定申請を予定していない一般法人といく

つか法人類型が考えられます。いずれも、分配を目的としない、非営利法人で

あることから、適用する会計基準について、以下のような基本的な考え方に

従い、個々の法人が適用する会計基準を選択することが可能であると思われ

ます。 

 

２ 一般社団・財団法人法第 119条及び第 199条により、一般法人の会計は、そ

の行う事業に応じて、「一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものと

する」とされています。会計の慣行は、特定の法人により「公正妥当」と主張

されるだけでなく、明文化されるなど、広く流布し受け入れられていると客

観的に判断できる必要があり、そのような会計の慣行として、公益法人会計

基準、企業会計基準など各種の「会計基準」とそれぞれの下の慣行がありま

す。 

 

３ その際、公益法人をはじめ、一般法人は、利潤の獲得と分配を目的とする法

人ではないことを踏まえ、通常は、公益法人会計基準を企業会計基準より優

先して適用することになるものと考えられます。 

 

４ なお、移行法人が適用する会計基準については、平成 20年会計基準が、運

用上、法令等により必要とされている提出書類の作成の際に便利であると考

えられます。 

 

５ また、公益目的支出計画の完了後の一般法人は、行政庁に対する説明責任等

はなくなりますが、現に平成 20年会計基準を適用している場合、一定期間適

用し続けていたことを踏まえ、引き続き適用することについて合理性がある

と考えられます。 

 

 

問Ⅵ‐４‐①（会計基準）  

 公益法人、移行法人、他いくつかの法人類型がありますが、それぞれ会計基

準は、どれを使ったらよいでしょうか。 
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